










































































章では、1970 年代から 2000 年代初めにかけて形成された欧州の伝統的判例法理を、第 3
章では、2000年代に欧州と米国の双方で発展した忠誠リベートに関する経済学上の議論を、
第 4章では、第 3章の議論を受けて 2000年代後半に欧州委員会が採用した新しいアプロー
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第 5章 米国の動向―最近の下級審裁判例を中心に 
 





要な事例として、Barry Wright（適法）6、Virgin Atlantic v. British Airways 米国事件（適


















                                                   
6 Barry Wright Corp. v. ITT Grinnell Corp., 747 F.2d 227 (1th Cir. 1983). 
7 Virgin Atlantic Airways Ltd. v. British Airways PLC, 257 F.3d 256 (2d Cir. 2001). 
8 Concord Boat Corp. v. Brunswick Corp., 207 F.3d 1039 (8th Cir. 2000), cert. denied, 
531 U.S. 979 (2000). 
9 Masimo Corp. v. Tyco Health Care Group, LP, 2006 U.S. Dist. LEXIS 29977 (C.D. Cal. 
Mar. 22, 2006), aff ’d,350 Fed. Appx. 95 (9th Cir. 2009). 
10 Allied Orthopedic Appliances Inc. v. Tyco Health Care Group LP, 592 F.3d 991 (9th 
Cir 2010). 
























第 6章 日本法への示唆 
 
 第 6章では、以上の検討を踏まえた上で、日本法の下での結論を提示する。 
まず、忠誠リベートの競争手段としての不当性を評価する際に、仮に同等効率性基準の
視点を持ち込むとしても、欧州委員会の新しい価格―費用分析は、実行困難であり、採用
                                                   
12 Brooke Group Ltd. v. Brown & Williamson Tobacco Corp., 509 U.S. 209 (1993). 
13 Tampa Elec. Co. v. Nashville Coal Co., 365 U.S. 320 (1961). 
14 なお、単一製品リベートの文脈とは対照的に、複数製品市場にまたがって行われるバン
ドリングの文脈では、このテストに類似するいわゆる “discount attribution test”（値引き
の全てがバンドルされた非独占的・競争的な製品において行われたものと仮定して費用割
れを起こしているかどうかを問うもの）が比較的支持を集めている。米国で単一製品事案
とバンドリング事案とを区別する議論が定着した理由としては、①排他的取引と対比され
る単一製品リベートに対して、バンドリングは、抱き合わせと対比され、分析的により複
雑であること、②一つの市場での力を「梃子」として他の市場での力を獲得・維持すると
いうバンドリングのストーリーは、マストストックを「梃子」とする単一製品リベートの
ストーリーと比べてより理解されやすいこと、③バンドリングの文脈での “discount 
attribution test” は、単一製品リベートの文脈での欧州委員会型のテストと比べてはるか
に実行容易であること（非独占的な製品に値引き全体を集約すれば足り、個々の顧客ごと
に異なるマストストックの量を特定する必要がない）などが指摘されうる。 
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することは難しかろう。 
忠誠リベートの評価を考察するに際しては、（条件付きのない）単純な値引き行為との間
での経済効果の異同をどのように把握するのかが、一つの重要な問題を構成する。この問
題について、現時点での経済学の分析は十分なものとは言い難いので、明快に回答するこ
とは難しい。もっとも、少なくとも、マストストックを「梃子」とする形での排除効果が
現に発生しているような状況では、上記のように排他的取引の文脈での反シカゴ学派の議
論の援用可能性も考慮すると、リベートが単なる排他権の代償を構成するにすぎず、競争
状態と比べての「真の値引き」を提供できていない可能性は無視できないように思われる。
それゆえ、少なくとも、そのような状況が存在する場合は、忠誠リベートを単純な値引き
行為と同列に論じることは、適切ではないと考えられる。 
結局、マストストックが有意に存在する状況で忠誠リベートが行われる場合、いずれに
せよ、「梃子」の問題によって顧客らの転換コストは引き上げられ、排除効果の生じるケー
スでは、競争者の競争費用は人為的に引き上げられうるので、忠誠リベートが「真の値引
き」ではなく「不忠誠罰」である可能性も踏まえると、競争手段としての不当性の根拠は、
RRC 理論によるべきであり、同等効率性基準は適切でない。現在は効率性の劣る競争者の
市場での改善可能性を含め、人為的な手段によって動的な競争の芽を摘むことを許容する
べきではないと考えられる。 
以上のような考え方に基づくならば、我が国の要件論の下で求められるのは、あくまで
問題のリベートの実質的な排他的拘束性と反競争効果の厳密な認定ということになるが、
マストストックの問題とリベートの遡及性の問題は、その中心的視点となりうるであろう。 
なお、忠誠リベートの経済効果は、現時点では未解明な部分が非常に多い。マストスト
ックが存在する場合に悪影響を持ちやすいことは徐々に認識されつつあるが、そうでない
場合に、顧客や競争者の行動にどのように作用し、厚生に対してどのような効果を与える
のかについては、それほど解明されていない。今後の経済学での研究の進展に応じて、競
争法上の評価をめぐる議論も、より深化させる必要があろう。 
 
以上 
 
 
 
